
役員等の人事について（お知らせ）
総研レポート「稲作を中心とした集落調査
報告書」掲載

農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

ＪＡ直営の作業受託事業を考える

30年以上も前の話になるが，ＪＡの葬祭事業について実態調査を行ったことがある。当

時，葬祭事業については無知であったが，調査は思いのほか新鮮で，学ぶことが多く，そ

して，当事者の語る言葉は深かった。加えて，農協の本質は何かと，いつも頭のなかで反

芻していた筆者にとっては大きな収穫があった。それは“農協の活動・事業の一部は村落

共同体が歴史的に変容していく過程で，それが元来担っていた機能を代替する形で，取り

組まれるようになった”というひとつの仮説を得たことである。その典型が葬祭事業であ

った。

今，30年以上も前の経験を想い起こしているのには訳がある。最近，離農者と農協の関

係についての調査報告（（財）農村金融研究会）を聞く機会があった。報告内容の一部を紹

介すると，農協事業の利用状況については，当然経済事業は離農に伴い利用が減少する。

一方，信用・共済事業については離農したとはいえすぐにＪＡとの関係が切れるものでは

なく，利用状況もそれほど大きく変化していない。しかし，離農組合員から次世代への相

続時には，信用・共済事業も含めて利用が大きく減少する懸念を否定できないという。

ＪＡは利用関係維持のために，離農組合員およびその後継者層に対し，作業受委託の仲

介・斡旋，集落営農の推進，年金友の会，家庭菜園指導，定年退職者向け帰農支援，農産

物直売所，高齢者福祉関連事業，相続・不動産・税務等の相談活動，広報誌の配布など総

合力を駆使して結びつきの維持に努めている。どの活動も重要であるが，筆者がとくに関

心をもったのは農地管理とＪＡが果たすべき役割についてである。

概念的には，離農者は親戚縁者・知人あるいは地域の担い手層に農作業の一部または全

部を委託に出すことになる。国の政策もそういう形で農地を集約することで地域農業の中

核的担い手を育成しようと推進している。

しかし，現場の声として，「団塊世代までは兼業の形であれ農業を継ぐケースが多いが，

その次の世代になると農業を継がないであろう」「将来は作業委託・経営委託のニーズが

増大し，地域の受託能力の限界を超える」という見通しを語る者が少なくない。その背景

には，現在の受託担い手層もその後継者が農業を継ぐとは限らず，地域の受託能力が縮小

するかもしれないという問題もある。

このような状況をふまえてのことであろう。一部の地域では，ＪＡ直営の作業受委託支

援を希望する声も少なくないという。ところで，筆者は農作業受委託についてＪＡは基本

的には仲介役に徹すべきであり，作業受託で担い手層と競合しかねないＪＡ直営受託事業

は控えるべきだと考えている。しかし，調査結果は自説に固執するばかりでは問題が解決

しない地域も存在することを示している。

葬祭事業とは性格の異なる問題ではあるが，村落共同体的な相互扶助では対応できなく

なった問題をＪＡが代替して直営事業として取り組まざるを得ない状況が，農地の管理問

題において生じているようにも思われる。筆者としては，仮にそのような事態になっても，

農地を農地として維持していくかぎり，ＪＡの組織基盤である集落が一定のまとまりを維

持していくものと信じたい。

（（株）農林中金総合研究所常務取締役　鈴木利徳・すずきとしのり）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2008年６月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・茶系飲料の需要増加と緑茶（荒茶）の生産・

流通システムへの影響

・農業改良普及事業の最近の動向

・ゆず加工の高付加価値化と村の売り出し戦略

――高知県馬路村――

・アルゼンチンの農業と農業法人

【協同組合】

・欧州の協同組合銀行における国際会計基準第32号

への対応状況

――組合員の出資金に関する会計上の取扱いをめぐる

動き――

・欧州の協同組合銀行グループの相互援助制度と一体性

――オランダ，ドイツを中心に――

・合併農協の到達点と課題

――大規模化した組織を生かすために――

・地域別にみた農家の家計の動向

・環境変化に対応した新たな組織づくり

――福井県あわら市の集落営農の法人化を中心に――

【組合金融】

・欧州協同組合銀行協会（EACB）について

・平成19年度第２回農協信用事業動向調査結果

【国内経済金融】

・住宅ローン実行後のクロスセルを進める静岡銀行

・職員の能力向上と専門家の活用をはかる高松信金

――地域金融機関と相談業務の推進態勢――

【海外経済金融】

・中国農村信用社改革の評価と農村金融改革の課題

・中国農村金融自由化の背景と可能性

――農村活性化のカギを握る資金供給の拡大――

・現地にみる中国農村金融改革とその課題

――蘇州市・江西省における事例から――

・米国における投資信託の成長と日本への示唆

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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